
事業群評価調書（令和６年度実施）
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② 818,632

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 651経営体 763経営体 875経営体 987経営体 1,100経営体
1,100経営体

（R7）

実績値②
416経営体

(H30）
639経営体 741経営体 835経営体 進捗状況

達成率
②／①

98% 97% 95% やや遅れ

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 3.9㎥/人日 4.0㎥/人日 4.1㎥/人日 4.2㎥/人日 4.3㎥/人日
4.3㎡/人日

（R7）

実績値②
3.7㎥/人日

(R元）
4.0㎥/人日 4.3㎥/人日 4.7㎥/人日 進捗状況

達成率
②／①

102% 107% 114% 順調

施 策 名 地域に密着した産業の担い手の確保・育成 事 業 群 関 係 課 （ 室 ） 農政課、林政課

事 業 群 名 個別経営体の経営力強化 令 和 ５ 年 度 事 業 費 （ 千 円 ） 　※下記「２．令和５年度取組実績」の事業費（R５実績）の合計額

基 本 戦 略 名 若者の県内定着、地域で活躍する人材の育成を図る 事業群主管所属・課(室)長名 農林部　農業経営課

１．計画等概要

（長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025　本文） （取組項目）

個別指導や専門家の派遣による農業者の経営力の向上を図ることにより、農業所得1,000万円以上を確
保する経営体を育成するとともに、労力確保のための外国人材等の活用及び農福連携の取組や青年・女
性農業者が活躍できる場の拡大と働きやすい環境づくりを進めます。
　また、労働生産性の向上により、木材生産量を拡大し、林業専業作業員の所得向上を図ります。

ⅰ）農林業経営者が安定して事業継続できる経営力の強化

事
業
群

　　　　　　　　　　指　標 （進捗状況の分析）

農業所得1,000万円以上が可能となる経営規
模に達した経営体数

【農業分野】
農業者の経営力強化、新たな雇用創出、担い手の呼び込みにつながる

雇用型経営体・法人経営体の育成のため、関係機関による新技術導入支
援や労力支援、税理士や中小企業診断士など専門家の個別派遣による
課題解決支援を行った結果、雇用型経営体や法人経営体に必要な所得
水準である農業所得1,000万円を確保できる経営体を令和5年度で835経
営体育成
※世界情勢による資材・飼料等の高騰や相場不安定、高齢化・後継者不
在等による規模拡大の見送り等でやや目標を下回った。

【林業分野】
林業事業体の収益性向上を図るため、低コストで効率的な作業システム

となるよう、搬出間伐の生産性4.3㎥/人日以上（R7年度）を目指し、路網
の整備、施業の集約化等の指導･支援による事業体の育成を図った。

R5年度の高性能林業機械の導入実績は2台、リース実績は8事業体で
18台であり、作業形態に応じて適切に機械が活用されており、搬出間伐の
生産性は目標を達成した。

そ
の
他
関
連
指
標

　　　　　　　　　　指　標

搬出間伐の生産性



R4実績

R5実績

R6計画

18,764 8,212 15,306 【活動指標】 12 12 100%

16,290 8,840 15,318 12 33 275%

【成果指標】 5,500 5,095 93%

5,500 5,034 92%

― ― ―

【活動指標】

23,101 10,260 15,562 24

【成果指標】

― ― ― 5,500

3,452 0 3,061 【活動指標】 15 12 80%

3,033 0 3,063 15 14 93%

3,205 0 3,112 15

【成果指標】 80 100 125%

80 100 125%

― ― ― 80

20,600 0 1,378 【活動指標】 58,334 20,600 35%

20,600 0 1,379 58,334 20,600 35%

58,334 0 1,401 58,334

【成果指標】 100 100 100%

100 100 100%

― ○ ― 100

78,497 78,497 3,444 【活動指標】 84,948 74,072 87%

75,010 75,010 3,447 89,984 70,843 78%

88,196 88,196 3,502 82,545

【成果指標】 100 99 99%

100 99 99%

― ○ ― 100

２．令和５年度取組実績（令和６年度新規・補正事業は参考記載）

取
組
項
目

中
核
事
業

事
業
番
号

事務事業名

事業費　(単位:千円） 事業概要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

令和５年度事業の成果等

うち
一般財源

人件費
(参考)

令和５年度事業内容及び実施状況
（令和６年度新規・補正事業は事業内容） 主な指標

R4目標 R4実績

達成率

R5目標

取組
項目
ⅰ

○ 1

ながさきの農業担い手
育成支援事業費

●事業内容
認定農業者の確保・育成や農業者の所得向上、人・農地プラ

ンの実現に向け、各市町の支援員活動を支援するとともに、農
業者の経営改善のための研修等を支援する。
●実施状況

認定農業者の確保に向け、候補者リストを作成し、支援対象
者の掘り起こしを行うとともに、経営改善計画の達成に向け、技
術指導、補助事業活用支援、相談会・各種研修会の開催、専門
家派遣等により、課題解決を図った。

○ 2

R5実績
事業実施の根拠法令等

事業期間 法令による
事業実施の
義務付け

県の裁量
の余地が
ない事業

他の評価
対象事業

(公共、研究等)
R6目標

5

近代化資金融資事業費
●事業内容・実施状況

農業経営の近代化を図る事業者に対して、民間融資機関の融
資に比し、長期・低利で貸付限度額も有利な農業近代化資金の
融資を円滑に行うため、当該資金を貸し付けた金融機関に対し
て利子補給を行った。

4

農業経営改善促進資金
融資費

●事業内容・実施状況
　認定農業者に対し、農業経営改善に必要な短期運転資金を民
間融資機関の融資に比し低利（1.5%）かつ借入限度額も有利な
条件で行うため、長崎県農業信用基金協会に無利子で原資の
一部を貸し付けた。

農業経営改善促進資金事業実施要
綱、長崎県農業経営改善促進資金融
資事業実施要綱

●事業の成果
・認定農業者に対し、研修会や個別支援を実施
した結果、雇用型経営体や法人経営の育成や
経営改善を図ることができた。
●事業群の目標達成への寄与
・1000万経営体候補者の意向を踏まえた事業等
提案・実行支援を行った結果、農業所得1000万
円が可能となる経営規模に達する経営体数が
増加した。

認定農業者を対象と
した研修会回数（回）

農業経営基盤強化促進法、元気ある担い手
アクション支援事業費補助金実施要綱、農業
経営法人化支援総合事業実施要綱（R5終了）R3-5 認定農業者数 (経営

体)農業経営課 認定農業者等

所管課(室)名 事業対象

ながさきの稼ぐ・つなが
る農業担い手育成支援
事業費

●事業内容
経営改善計画達成に向け、関係機関による個別支援や専門

家派遣を通じて早期課題解決による目標達成を進める。また、
指導者向けに資質向上研修会（事業継承、税制改正等）を開催
し、スキルアップを図る。

―

認定農業者等を対象
と し た 研 修 会 回 数
（回）

農業経営基盤強化促進法、元気ある担い手
アクション支援事業費補助金実施要綱、農業
経営法人化支援総合事業実施要綱（R6新規）R6-7 認定農業者数 (経営

体)農業経営課 認定農業者等

H23-

3

農業大学校運営費

●事業内容
　農業者が営農しながら経営ノウハウを学ぶ。
●実施状況

農業大学校において、若い農業者を対象として、全国からの
優秀な講師陣による講座やワークショップの実施等により、優れ
た経営感覚を備えた担い手の育成に取り組んだ。

●事業の成果
・農業者向け農業近代化資金の低利な貸付実
施のため、利子補給を行った結果、133件の利
用があった。
●事業群の目標達成への寄与
・農業者の農業経営の近代化により、経営力向
上や大規模農業経営に寄与した。

利子補給額（千円）

農業近代化資金の円滑な融通のため
のガイドライン、長崎県農業近代化資
金融通措置要綱S36- 貸付総件数に対する

計画どおり償還が行
われている件数の割
合（％）農業経営課 農業者

農業経営課 認定農業者

●事業の成果
・認定農業者向け低利短期運転資金の貸付実
施のため、貸付原資の一部を預託した結果、19
件の利用があった。
●事業群の目標達成への寄与
・認定農業者の低利な運転資金を確保すること
により、経営力向上に寄与した。

基金協会への預託額
（千円）

計画どおり償還が行
われている件数の割
合（％）

●事業の成果
・国内トップクラスの講師陣による高度な内容の
講座を開催し、受講生からも高い評価を得ること
ができ、担い手の資質向上につながった。受講
者数は14名であったが、受講者全員が経営改善
目標を設定することができた。
●事業群の目標達成への寄与
・農業経営感覚に優れた農業者が育成され、経
営改善や経営規模拡大に寄与した。

講座受講生数（人）

―
S46- 講座受講生のうち経

営計画を作成した人
の割合（％）農業経営課 農業者、農業法人構成員



1,954 1,954 1,148 【活動指標】 3,409 1,007 29%

1,374 1,374 1,149 2,845 765 26%

3,308 3,308 1,168 2,345

【成果指標】 100 100 100%

100 100 100%

― ○ ― 100

1,129 786 766 【活動指標】 6 6 100%

1,184 578 766 6 6 100%

【成果指標】 6.6 6.1 92%

6.7 算定中 －

― ― ―

4,687 3,652 766 6 6 100%

4,207 3,572 766 6 6 100%

4,866 3,306 779 6

82 86 104%

87 85 97%

― ― ― 90

3,931 2,773 91,701 【活動指標】 1,000 622 62%

3,951 2,789 91,820 680 886 130%

3,899 2,745 92,594 760

【成果指標】 37 34 91%

37 37 100%

〇 ― ― 39

330,113 113 43,622 【活動指標】 70 62 88%

330,113 113 43,981 62 62 100%

330,113 113 44,352 75

【成果指標】 85,241 58,079 68%

93,292 64,913 69%

― 〇 ― 97,515

7

次世代農業女子発見・
育成事業費

●事業内容
地域の担い手となる女性農業者を育成するため、今後農業経

営に参画意向のある女性（以下、「次世代農業女子」）の発見・
育成を行う。
●実施状況

次世代農業女子をリストアップし、農業経営の参画に向けてラ
イフプランの作成および地域で活躍されている女性農業者との
交流会を開催を支援した。

取組
項目
ⅰ

6

農業経営負担軽減支援
資金融資費

●事業内容・実施状況
経済環境の変化等により、既往負債の償還が困難となってい

る農業者に対して、低利で借り換え、償還負担を減らす農業経
営負担軽減支援資金を融資した農協等の金融機関に対して利
子補給を行った。農業負債整理関係資金基本要綱、長

崎県農業経営負担軽減支援資金融
通措置要綱H7-

10

森林組合育成指導費

●事業内容
長崎県森林組合連合会及び森林組合の健全な経営の確立を

図るため、事業資金を低利貸付する。
●実施状況

長崎県森林組合連合会及び森林組合に対する指導及び検査
を実施し、業務の適正化を図った。

●事業の成果
・次世代農業女子への支援により、女性の経営
参画への意欲向上に寄与し、新たに家族経営協
定が６８締結された。
●事業群の目標達成への寄与
・地域で活躍する女性を育成することにより、経
営力の強化、所得の向上等担い手の育成に寄
与した。

交流会開催回数
（回）

―
（R5終了）R3-5 経営に参画する女性

農業者割合（％）農政課 女性農業者

農業経営課 農業者

●事業の成果
・農業者向け農業経営負担軽減支援資金の低
利な借換貸付実施のため、既貸付分の利子補
給を行ったが、新規利用はなかった。
●事業群の目標達成への寄与
・事業経営の改善を積極的に進めようとする農
業者の既往債務の負担軽減により、経営力向上
に寄与した。

利子補給額（千円）

貸付総件数に対する
計画どおり償還が行
われている件数の割
合（％）

●事業の成果
・林業普及指導員による森林所有者への巡回指
導や林業事業体への技術指導、施業の集約化
や産地計画等の実行支援を行うことで、林業事
業体の経営安定に寄与した。
・R4年度から各林業事業体に合わせた具体的な
個別指導（林業事業体ごとの将来ビジョンの作
成等）を重点的に進める方向に普及の手法を変
えたことやコロナ禍の影響のため、対象人数が
減少したが、R5年度以降は巡回指導回数増、コ
ロナ禍収束等により、対象人数が増加した。

巡回指導の対象者数
（林業普及指導員1人
当り人数）（人）

森林法第187条第1項、第2項
林業普及指導推進要綱

S25-
森林総合監理士登録
者数（人）

8

農業産地指導力強化事
業

●事業内容
幅広い知識を有し、現場適応力の高い普及指導員を早期に育

成するため、新任期の研修を強化し、幅広い視野で産地をコー
ディネートできる人材を育成する。
●実施状況

農業に関する幅広い知識を有し、現場対応力の高い普及指導
員を早期に育成するため、新任期職員等に対して必要なスキル
を習得するための研修を実施した。また、普及指導員と連携して
農業産地育成を行うJA営農指導員の経営・技術の指導力強化
のため、農家経営分析診断や営農技術の研修に対し支援を
行った。

【活動指標】
新任普及員研修回数
（回）

●事業の成果
・新任の普及職員に対し、農業者の経営改善等
に必要不可欠な専門知識・技術、普及指導活動
方法等を座学や実地研修を通じ、早期に、効率
的・効果的に習得することができた。
●事業群の目標達成への寄与
・早期に指導力習得した新任の普及職員・JA営
農指導員が経営や技術指導を行うことにより、
農業所得1,000万円以上が可能となる経営規模
の経営体の育成の拡大に寄与した。

― 【成果指標】
新任普及員の研修有
益度（％）

R元-6

農政課

林政課 林業普及指導員、市町、森林所有者等の林業関係者

農業普及指導員、JA営農指導員等

9

林業普及指導費

●事業内容
林業事業体に対し、現場での林産技術指導や森林経営計画

の実行支援、経営指導等を行い、生産性の向上、労働安全の
確保及び事業体経営安定等を支援する。
●実施状況

生産性向上と省力化に向け、ドローン森林計測研修、森林作
業システム研修等を実施し、林業事業体の事務職員及び現場
技術者の育成を図った。併せて持続可能な森林経営を牽引する
役割を担う林業普及指導員の育成に取り組んだ。

●事業の成果
・森林整備の中核的担い手である森林組合の健
全な経営の確立を図るため、運転資金の低利融
資を行ったことにより経営力の強化・改善を進め
られた。

貸付支援を行った森
林組合等の割合（％）

森林組合等事業資金貸付要綱
S47- 森林組合が扱う素材

生産量（㎥）林政課 森林組合連合会、森林組合



18,825 75 765 【活動指標】 3 3 100%

21,079 79 772 3 3 100%

24,454 79 778 2

【成果指標】 20,000 28,996 144%

22,062 23,636 107%

〇 〇 ― 2,352

234,497 234,497 6,888 【活動指標】 24 41 170%

222,541 222,541 6,944 10 15 150%

210,066 210,066 7,003 10

【成果指標】 796 788 98%

768 771 100%

― ― ― 805

21 19 765 【活動指標】 3 3 100%

78,021 19 772 3 3 100%

20,630 627 778 3

【成果指標】 20,000 0 0%

20,000 0 0%

〇 〇 ― 20,000

39,461 0 6,888 【活動指標】 15 20 133%

41,229 0 6,944 20 20 100%

43,771 0 7,003 17 　 　

【成果指標】 9 11 122%

12 12 100%

〇 ― ― 12 　 　

ⅰ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

林政課 森林組合、木材協同組合等

取組
項目
ⅰ

11

木材産業等高度化推進
資金

●事業内容
木材の生産及び流通の合理化を促進し、木材供給の円滑化

を図るため、事業資金を低利融資する。
●実施状況

森林組合、木材協同組合等、県内の木材の生産又は流通を
担う事業者に対し、事業の合理化に必要な資金を、低利(年利
1.6%)で融資した。

林政課 林業事業体、林業参入事業体

●事業の成果
・2事業体に対し、総額20,200千円の貸付を行っ
たことにより、事業の合理化と木材供給の円滑
化につながった。

関係団体等への周知
活動（回数）

林業経営基盤の強化等の促進のた
めの資金の融通等に関する暫定措置
法第6条第1項第2号S54- 合理化計画の国産材

事業量（㎥）

●事業の成果
・森林整備の中核的な事業体である長崎県林業
公社に整備資金貸付等を行うことで、長崎県林
業公社の経営の安定と森林整備の推進に寄与
した。

分収林契約変更推進
活動（件）

長崎県林業開発促進資金貸付条例、
長崎県森林整備法人利子助成金実
施要綱H18- 森林整備面積(ha)

（林業公社）
林政課 林業公社

12

長崎県森林整備法人利
子助成金

●事業内容
長崎県林業公社に対し、山林経営のため必要な事業資金の

不足見込額について無利子で貸し付けるとともに、（株）日本政
策金融公庫からの借入金に係る利子助成等を行い、事業の円
滑な運営と育成を図る。
●実施状況

植栽木の成長が悪い森林や木材搬出が困難な森林の調査、
分析、検討（長伐期・非皆伐施業への転換）等に必要な経費を
助成した。

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
農林業経営者が安定して事業継続できる経営力の強化

・農業経営体に対し、個別支援や経営改善支援、経営管理能力向上支援、資金の貸付支援、1000万達成事例の情報発信を
行った結果、農業所得1000万円以上が可能となる経営規模に達した経営体数は835経営体に増加（前年の94経営体増）した
が、高齢化、後継者不在、コスト高に伴う経営継続意欲低下等により、認定農業者は減少しており、担い手の確保が急務と
なっている。
・資材・飼料等高騰により規模拡大に多額の投資が必要な施設・畜産経営等で意欲が低下している。
・林業事業体に対し、森林整備や木材産業の振興等に必要な資金の貸付や、林業普及指導員による技術指導、施業の集約
化や森林経営計画の実行支援、製材事業者等に対する経営支援等を通じて、R5年度末には森林経営管理法に定める「意
欲と能力のある林業経営体」が12事業体となったが、林業就業者の定着率向上が課題となっている。

・早期課題解決に向けて関係機関や専門家を活用した伴走支援等により、規模拡大や所得
向上を支援し、儲かる姿を若手農業者に見せることで認定農業者や1000万円経営体へ誘導
する。
・地域の関係機関と連携し、経営継承の支援体制の整備および継承支援活動を行い、認定農
業者の確保を進める。
・林業事業体の経営力を強化し、魅力ある林業事業体となることで林業就業者の定着率の向
上を図るため、外部コンサルタント等による将来ビジョン策定により経営力の強化を図るととも
に、多様な人材の確保のためＳＮＳ等を活用して林業現場や林業事業体の魅力ある職場をＰ
Ｒできる情報の収集、投稿を行い、幅広く情報の拡散に取り組む。

林業・木材関係事業者、長崎県森林組合連合会、長崎県木材
協同組合連合会

14

森林環境譲与税事業費
（担い手対策）

●事業内容
　意欲と能力のある林業経営体の育成を図る。
●実施状況
　各林業事業体が策定する産地計画の作業計画作成及び実施
指導を行い、さらなるステップアップを目指した10年後の将来像
（計画）策定及び実行等への支援を林業事業体に対し行った。

●事業の成果
・意欲と能力のある林業経営体の選定数は計画
を達成し、林業事業体の中長期ビジョンである産
地計画の実行により、搬出間伐の生産性向上に
寄与した。

産地計画を策定した
林業事業体数延べ数
（者)

森林環境税及び森林環境譲与税に
関する法律第34条第2項R4-6 意欲と能力のある林

業経営体延べ数
（事業体）

13

林業改善資金貸付金

●事業内容
林業・木材産業に関する新しい事業を始める、機械設備を充

実させる、働く環境を整えるなどの事業を支援するため、民間金
融機関の融資より有利である無利子資金の貸付制度のPRや指
導を行う。
●実施状況

貸付及び償還金収納事務等を長崎県森林組合連合会に委託
して償還金を収納した。

●事業の成果
・具体的な借入の相談はあったが、事業実施の
先送りや他資金の活用等、事業者の都合により
R5年度の貸付実績はなかった。
・高性能林業機械等購入の国庫補助事業があ
るため、本資金の貸付件数及び金額が減少して
いるが、補助金が不足した場合のセーフティネッ
トとして重要である。

関係団体等への周知
活動（回数）

林業・木材産業改善資金助成法第1
条S51-

林業改善資金貸付金
（千円）林政課



４．令和６年度見直し内容及び令和７年度実施に向けた方向性
取
組
項
目

中
核
事
業

事
業
番
号

事務事業名
令和６年度事業の実施にあたり見直した内容

令和７年度事業の実施に向けた方向性

事業期間 事業構築
の視点

見直しの方向 見直し区分
所管課(室)名 ※令和６年度の新たな取組は「R６新規」等と、見直しがない場合は「―」と記載

取組
項目
ⅰ

○ 2

ながさきの稼ぐ・つなが
る農業担い手育成支援
事業費 R6新規

②
⑨

地域の実情に応じた農業の担い手の確保・育成、儲かる経営体の育成、経営継承
等の確実な実現に向けて、市町・関係団体・振興局のさらなる連携強化を図り、農業
経営・就農支援センター等専門家の伴走支援のもと、地域の農業経営体が抱える課
題の早期解決を図る。

改善

（R6新規）R6-7

農業経営課

取組
項目
ⅰ

3

農業大学校運営費 講師と個別で経営計画について相談する講義を設定し、経営の
理解度の促進と、経営計画作成の支援を行う。また、関係機関か
ら要望のあった資金に関する講義を実施する。

②
受講生や若手農業者の意向を把握し、経営管理や販売戦略等の事例研修など講

義内容の充実を図るとともに、引き続きオンラインの活用等、より参加しやすい環境づ
くりを進める。

改善

S46-

農業経営課

取組
項目
ⅰ

8

農業産地指導力強化事
業 過年度の研修受講者・講師の意見や多様な人材の採用等を反

映した研修会の内容や開催時期等の見直しを行うなど、効果的・
効率的な研修実施に努める。

②

農業に関する幅広い知識を有し、現場対応力の高い普及指導員を早期に育成する
ため、新任期職員等に対して必要なスキルを習得するため、新任期普及職員等に対
する研修を実施している。また、普及指導員と連携して農業産地の育成を行うJA営農
指導員の経営・技術の指導力強化に対し支援を実施している。

今後はスマート技術や環境負荷低減技術への対応など、短期間で目まぐるしく変化
（高度化、温暖化など）する課題を解決できる人材を、早期に育成するために効果的
な研修内容、体制に改善する。

改善

S25-

林政課

改善

R元-6

農政課

取組
項目
ⅰ

9

林業普及指導費

― ②
林業事業体に対し、林業普及指導員の巡回による法令を遵守した安全作業の現地

指導を強化する。



取組
項目
ⅰ

14

森林環境譲与税事業費
（担い手対策）

林業事業体及び林業専業作業員等の育成（研修）プログラムに
基づき、作業現場で指導できるリーダー育成に向けた安全技術研
修を実施しつつ、経営力強化のために契約した外部コンサルタン
トとともに、林業事業体自ら作成する、さらなるステップアップを目
指した10年後の将来像「将来ビジョン」の策定を図る。

②

「ながさき農林業・農山村活性化計画」の目標達成に向け、木材生産量の増大を図
り、林業事業体の経営改善を進めるため、R3～４年度に、県内林業事業体及び有識
者による実行委員会で検討を重ね、体系的な人材育成プログラムを策定した。その中
で、全ての事業体において「“人財が集まり、定着する”魅力ある林業事業体」の実現
が共通のテーマであった。

また、R4年度から意欲と能力のある林業経営体の育成を図るため、県は各林業事
業体が策定する産地計画の作成指導及び実施指導を行うとともに、外部の視点とし
て経営コンサルタントによる現状分析、課題解決に向けたアドバイスを受け、各事業
体ごとの10年後の将来像「将来ビジョン」策定を支援してきた。

その結果、意欲と能力のある林業経営体数もR3年度と比較し150％、産地計画を策
定した林業事業体数についてもR3年度と比較して111％と一定の成果があり、各事業
体についても、事業体ごとの「将来ビジョン」策定により課題整理ができ、経営強化に
向けた必要な取組や方向性が定まった。

今後は、将来ビジョンの実現と産地計画の確実な実行に向けた取組を推進するた
め、課題である生産管理システム等の生産対策と組織経営を担える人材育成や、女
性・外国人材等多様な人材に対応した担い手対策と併せ、作業の効率化による木材
生産性向上のための高性能林業機械のリース等により、事業体ごとの課題解決を支
援する。

取組
項目
ⅰ

12

長崎県森林整備法人利
子助成金

― ― ―

拡充

R4-6

林政課

注：「２．令和５年度取組実績」に記載している事業のうち、令和５年度終了事業、100%国庫事業など
で県の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制
度導入施設評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

現状維持

H18-

林政課


